



 ─ 地域リビングプラスワンの事例から ─ 
The Financial Effect of Local Community Place:  



















































































































の高島平団地の店舗（約 40 平米）に 2013 年開設された NPO 法人が運営する常設の
居場所である。年間の事業費は、2018 年度 6,988,303 円である。主な活動内容として、
おうちごはん（昼）とおかえりごはん（夜）を開催している。ここでは、まず、地域




訳：おうちごはん 16 回／月平均、おかえりごはん 12 回／月平均）。
地域リビングの利用者、ボランティア、コーディネーター、講師などすべてを積算
した総人数は、568 人（実数：161 人） （6）であった。内訳は、おうちごはん 257 人（実
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数：85 人）、おかえりごはん 311 人（実数：92 人）であった。
また、地域リビングにおけるボランティア総人数は 109 人（実数：36 人） （7）で、内
訳は、おうちごはんで 61 人（実数：25 人）、おかえりごはん 48 人（実数：13 人）で
ある （8）。
次に、年齢層について分析した。地域リビングの利用者、ボランティア、コーディ
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齢を出したところ、38.8 歳であった。昼の時間帯のおうちごはんの平均年齢は 53.1 歳、
夜の時間帯のおかえりごはんの平均年齢は 24.9 歳であった （9）。図 5、図 6 では、おう
ちごはんの実人数におけるボランティアと利用者の年代分布をそれぞれ示したが、ど






















それぞれの項目に対して、参与観察（期間：2013 年 4 月～2018 年 12 月 15 日、3 か
月以上定期的に利用している 26 人）や対面による非構造化インタビュー調査（期間：









おうちごはん利用述べ人数における一人暮らしの割合は、1 か月あたりで 257 人中
83.6 人（32.5％）、実利用人数では、85 人中 15.6 人（18.4％）であった。おかえりご
表 2　共生型の居場所の福祉的効果指標
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はん全利用延べ人数におけるひとり親家庭の割合は、311.3 人中 86.3 人（27.7％）、実
利用人数では 92.3 人中 12.6（13.7％）であった。事業対象者及び要支援者の 1 か月あ
たりの延べ利用人数は 35 人（5.3 人）、精神障がい者 37.6 人（8 人）、発達障がい者 5.6
人（1 人）、聴覚障がい 0.3 人（0.3 人）であった。
また、高齢者の占める割合は下記のとおりである。65 歳以上の高齢者のボランティ
ア総数は 56.3 人（実人数 14.6 人）、利用総数は 156.6 人（実人数 38.3 人）であった。

















2017 年度の決算状況は、4,337 万円で区内 2 か所に運営している。学習支援事業へ
の登録人数は 113 人で、合計の延べ人数は 2,755 人。支援事業ごとの内訳は、相談支
援が延べ 81 人、訪問支援が延べ 25 人、学習支援が延べ 2,336 人、居場所支援が延べ
215 人、食育支援が延べ 98 人である。
【c 一人あたり経費】
一人あたり経費は、以下の計算式で算出した。
4,337 万円（2017 年度決算額） ÷ 2,755 （利用延べ人数／年） ＝ 約 15,742 円（利用延
べ人数一人あたり経費／年）
【d 財政効果】
地域リビングのひとり親家庭の利用延べ人数は月 86.3 人で実利用人数は月 12.6 人で
あった （15）。学習支援事業は、小学生以上が対象の事業のため、乳幼児親子の利用者割





15,742 円（利用延べ人数一人あたり経費／年） × 780 人（地域リビング利用延べ人












円で、利用延べ人数は 20,754 人が週に約 2 回ずつ（月 8 回）の利用が想定されるため、
20,754 人 × 8 回で、およそ 166,032 人となった。
【c 一人あたり経費】
一人あたり経費は、以下の計算式で算出した。
508,535,000 円 （2018 年度見込み額） ÷ 166,032 人 （利用延べ人数／年 ）＝ 約 3,063
円（利用延べ人数一人あたり経費／年）
【d 財政効果】
地域リビングの事業対象者及び要支援者の数は、1 か月平均 5 人、延べ 35 人、1 年
延べ 420 人利用していた。
財政効果については、以下の計算式で算出した。







予防体操は、公衆浴場 29 か所で月 1～7 回行ってきた。また、はすのみ教室では、介
護予防を目的とした各種講座（体操・料理・囲碁など）を週 1 回 3 か月間で 1 コース
として開催している。
【b 決算状況】
板橋区の資料 （16）によると公衆浴場での介護予防は、2017 年度決算額 19,896,585 円
で利用延べ人数は 9,715 人であった。




公衆浴場での介護予防 19,896,585 円 （2017 年度決算額） ÷ 9,715 人 （利用延べ人数／
年）＝ 2,048 円




地域リビングの元気高齢者の利用延べ人数は、月平均 157 人で年間 1,879 人であった。
財政効果については、以下のように算出した。
1,961 円 （公衆浴場での介護予防とはすのみ教室の一人あたり経費の平均値） × 1,879








板橋区における 2017 年の決算額は 86,054,810 円で、4 団体が活用しており、利用実
人数は 1,436 人、利用延べ人数は 12,350 人である。
【c 一人あたり経費】
一人あたり経費は、以下の計算式で算出した。
86,054,810 円（2017 年度決算額） ÷ 12,350 人 （利用延べ人数／年） ＝ 6,968 円
【d 財政効果】
地域リビングを利用している精神障がい者等は、月に利用実人数 8 人、利用延べ人
数 38 人、年間利用延べ人数 456 人であった。
財政効果については、以下のように算出した。







12,278,760 円（ⅰ） ＋ 1,286,460 円（ⅱ） ＋ 3,684,719 円（ⅲ） ＋ 3,177,408（ⅳ） ＝
20,427,347 円





の通いの場として 2018 年度は 480,000 円であり、実質財政効果は、以下の通りである。
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決算額 43,370,000 円 508,535,000 円 19,896,585 円 8,037,778 円 86,054,810 円
対象人数 2,755 人 166,032 人 9,715 人 4,288 人 12,350 人
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（1）  NPO 法人全国こども食堂支援センターむすびえプレスリリース　https://musubie.org/









平野隆之、2005 年、『共生ケアの営みと支援 ─ 富山型「このゆびとーまれ」調査から ─ 』、
コミュニティ・ライフ・サポート・センター（CLC）




















（13） 参与観察（期間：2013 年 4 月～2018 年 12 月 15 日）やインタビュー調査（期間：2017 年
8 月 1 日～2018 年 12 月 15 日）により把握できている範囲の数字である。
（14） 板橋区ホームページ、「板橋区学習支援事業（まなぶーす）のご案内」　http://www.city.
itabashi.tokyo.jp/c_kurashi/078/078434.html（最終閲覧日 2019 年 9 月 1 日）
（15） おかえりごはん総人数における、生活保護家庭・ひとり親家庭の割合は、延べ人数 311.3




pdf（最終閲覧日 2019 年 9 月 1 日）
（18） 独立行政法人福祉医療機構「平成 29 年度　通所介護事業所の経営状況について」　https://
www.wam.go.jp/hp/wp–content/uploads/190628_No002.pdf（最終閲覧日 2019 年 10 月 14
日）
（19） 共同行為における自己実現の段階モデル ─ 拡張版 ─ （坂倉）を参考にしている。
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